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1 研究目的 

人工知能研究分野は、2007 年、アンドリュ

ー・ングがディープラーニング法を提唱したの

をきっかけとして、3度目のブームを迎えてい

る。2017年現在、そのブームは続いており、各

国で盛んに人工知能の研究と応用が行われて

いる。 

人工知能研究の規模を論文数でみた場合、

2015年、英語論文数は、米国 2042編、中国 4202

編に対して日本は 428編であり、日本は、米国

の 5分の 1、中国の 10の 1でしかない。日本、

中国、米国の論文数推移を図 1に示す。 

本稿は、日本の人工知能研究の発展のため、

組織的傾向の把握が必要であるとの立場に立

ち、共著情報をもとにした分析を施して、主要

組織の傾向を示し、中心的研究者の特定を行う

ものである。 

 

2 従来の研究と本研究の特徴 

人工知能に関する論文は多数あるが、その

多くが、アルゴリズムと適用事例に関するも

のである。本稿は、人工知能の研究に従事す

る研究者とその組織の特徴に焦点を当てたも

のであり、研究 IRに関する論文である。 

 

3 分析方法 

本稿の分析データは，「WEB OF SCIENCE」（以

降 WOS）書誌データのコンピュータサイエンス

人工知能、分野における論文 2000年～2016年

までのデータを用い、分析を行った。この際

WOSの分野が「Computer Science, Artificial 

Intelligence」であり、抽出する際のドキュメ

ントタイプが「Article」である。WOSの詳細検

索で、各年代の「分野出稿編数」、「著者数」、

「助成金数」、「所属数」、「著者リスト」を抽出

し用いた。 

本稿では、2 種類の分析を行い、多角的に組

織の傾向を判断する。まずは、図 1 に示した

2005 年の数年前後の論文数の高まりについて、

その要因を各分野の変化から示そうとするも

 

 

図 1 日中米各年度論文の推移 

 

 
図 2 日本の主な分野の論文数推移 
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のである。そして、著者を多く輩出している組

織をデンドログラムにてクラスタリングを行

い組織の傾向を見える化を行った。 

抽出したデータをもとにクラスター分析で

は、複数の著者間の繋がりのまとまりであるク

ラスターの人工知能分野における著者間の組

織的傾向や繋がりを知るためこの分析を用い

た。その際、階層クラスター分析を用い、デン

ドログラムで分野間、組織間の繋がりをグラフ

化した。デンドログラムでは、図 3,4に示して

おり、クラスターとして結合されていく過程を

見ることができる。 

次に 2000～2015 年までの著者データを 5 年

毎に抽出し、各年度の著者数が多い大きいもの

から順に上位 3 つのクラスターを抽出したも

のが表 2である。 

その上位３つのクラスター内から著者間の

繋がりの強さを示した中心媒介性の得られた

値の大きさ順に Top10まで抽出したものを表 1

に示した。 

３つのクラスターから得られた著者 Top10

の研究分野を示すべく、異分野融合の調査を

行った。表 5より 23分野での分野間繋がりを

見える化を行った。 

 

4 分析結果 

まず、図 1 に示した 2005 年の数年前後の論

文数は大きく伸びているが、その要因を図 2に

示す。図 2 では、人工知能関連全 38 分野から

4 分野がこれら論文数増加の要因であること

を支援している。 

2000～2016 年にかけ、論文の著者が所属し

ている 100名以上の組織は表 1のように 23組

織ある。 

論文数を多く出している組織は、表 3からな

る組織であることがわかる。その組織の中から

より繋がりが見られた 17 組織が抽出されたも

のが図３のデンドログラムにより分類できる。 

 次に人工知能分野におけるサブ分野は 38 分

野あり、その中でも表 4 の 17 分野が抽出され

図 4のように繋がりの結合が見られる。 

 

表 3 組織(分析機関中に著者が 100名以上) 

# 組織名 # 組織名 

1 広島大学 13 大阪大学 

2 北海道大学 14 理化学研究所 

3 北陸先端科学技術大学 15 立命館大学 

4 慶応義塾大学 16 東北大学 

5 神戸大学 17 東海大学 

6 京都大学 18 東京工業大学 

7 九州工業大学 19 電気通信大学 

8 九州大学 20 徳島大学 

9 名古屋大学 21 東京大学 

10 奈良先端科学大学 22 筑波大学 

11 産業技術総合研究所 23 早稲田大学 

12 国立情報学研究所 -  

 

表 1 各年度媒介中心性 Top10 

媒介 

中心性

順位 

2000年 2005年 2010年 2015年 

1 0.529 0.490 0.532 0.653 

2 0.488 0.355 0.515 0.244 

3 0.401 0.199 0.485 0.223 

4 0.337 0.188 0.421 0.075 

5 0.320 0.173 0.336 0.075 

6 0.319 0.159 0.292 0.067 

7 0.309 0.155 0.281 0.063 

8 0.309 0.138 0.211 0.063 

9 0.299 0.126 0.187 0.056 

10 0.283 0.123 0.186 0.029 

 

表 2 著者間クラスターの大きさ順位 

クラスター

順位 
2000年 2005年 2010年 2015年 

1 212 520 31 33 

2 35 33 26 27 

3 17 36 18 22 

 

 

 

図 3 デンドログラム(組織間) 
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表 1では、媒介中心性の値を用いて、中心的

研究者の特定を行った。抽出したデータから

2000～2015 年を比較すると、2005 年に関して

は図 1、表 2示されており、論文数が多く、ク

ラスターも大きい。だが媒介中心性は、高い値

の著者は見られなく、全体として低い値で示さ

れている。 

2000 年、2015 年のクラスターは、同じよう

な３つ大きさであるが、媒介中心性からみると

2000 年は、全体的に高い値が表れ、2015 年で

は 3位以下の値が低い。 

さらに 2000年、2015年の 1位は、抜けて大

きなクラスターがあり、2000～2015 年の 2 位

以下のクラスターはともに同じ程度の大きさ

に示されている。 

図 5は、中心媒介性が高い著者 Top10の中で

の 23 分野の異分野融合度であり、どの年度で

も 5 番(コンピュータサイエンス)と 7 番

(工学)に強く繋がりを持っており、その他

にも社会科学、数学に繋がりがあることがわか

る。 

 

考察 

論文数の急激な増加は時代背景の要因とし

て高性能コンピュータの普及でビックデータ

を容易に扱えるようになったことであると考

 
図 4 デンドログラム(論文数) 

 

表 4 コンピュータサイエンス内のサブ分野 

＃ 分野名 

1 自動制御システム 

2 生化学研究 

3 生物学 

4 分析化学 

5 コンピュータサイエンス 

6 コンピュータハードウエア構築 

7 コンピュータサイエンス情報システム 

8 コンピュータサイエンスインターシビリエーションアプ

リケーション 

9 コンピュータサイエンスソフトウェアエンジニアリング 

10 コンピュータサイエンス理論 

11 エンジニアリング生物医学 

12 エンジニアリング文化 

13 エンジニアリング電気電子 

14 エンジニアリング製造 

15 機械エンジニアリング 

16 多分野エンジニアリング 

17 人間工学 

 

表 5 WOS究分野の分野 

# 内訳 # 内訳 

1 農学 13 微生物学 

2 生物学&生化学 14 分子生物&遺伝子学 

3 科学 15 総合 

4 臨床医学 16 神経科学&行動 

5 コンピュータサイエン

ス 

17 
薬理学&毒物学 

6 経営学&ビジネス 18 物理学 

7 工学 19 植物&畜産学 

8 環境/生態学 20 心理学/精神医学 

9 地球科学 21 社会科学、一般 

10 免疫学 22 宇宙科学 

11 物質科学 23 人文芸術学 

12 数学 -  

 

 

 
 

2000年 2005年 

 
 

2010年 2015年 

図 5 媒介中心性 Top10の 23分野異分野融合度 
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えられる。 

図 2の 4つの分野の高まりに比例して、論文

増加していることから、論文数増加の要因を生

んでいると考えられる。それらの動向の経過を

たどれば今後の傾向をも予測できると考える。 

著者数の傾向は，東京大学の論文編数が多い

が、図 2によれば，他の組織とは類似しておら

ず、独自の傾向があることがわかる。また、そ

の他の組織は、その類似性からいくつかのクラ

スターに分類することができた。 

 サブ分野図 4 の傾向からは図 5 の異分野融

合度からもわかるように工学とコンピュータ

サイエンスとの繋がりが示されている。コンピ

ュータの性能やシステム構築が背景にあると

考えられる。そのため工学の研究分野発展は必

然的に人工知能、コンピュータサイエンス分野

にも影響すると考えられる。 

媒介中心性から 2000～2010年では、中心的研

究者はあまり見られなかった。2005 年ではク

ラスターは大きいものの、値は高くなく、人工

知能ブームの先駆けの年であることから著者

が全体的に大きなグループで大きな研究が行

われていたのではないかと推測する。 

2000年から 2015年では、同じようなクラス

ターの大きさであるが、1位の媒介中心性の値

が高く表されており、中心的研究者が現れ、研

究が行われていると考えられる。 

異分野融合度では、どの年度でも工学、コン

ピュータサイエンスと繋がりが強く、同じ傾向

から専門分野に特化し、研究を行っていること

がわかる。人工知能ブームでの高まりがあるこ

とから今後、他の分野への応用で、異分野融合

が増えてくると考えられる。 

今後の研究として、それら組織の類似性が、

研究の類似性に起因しているのか、その要因を

調査と中心的研究者の特定をすることが必要

である。 
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